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平成 24 年４月 26 日 
各    位 

  
会 社 名 株式会社 荏原製作所 
代表者名 代表取締役社長 矢後 夏之助

(コード番号 6361  東証第 1 部  札証)
問合せ先 執行役員経理財務統括部長 長木 健悟

(電話 03－3743－6111)
 

業績予想の修正に関するお知らせ 
 

近の業績の動向等を踏まえ、平成 24 年２月７日付け平成 24 年 3 月期第 3 四半期決算短信にて公表しま

した平成 24 年 3 月期の業績予想を下記のとおり修正しましたので、お知らせいたします。 

  

記 

１．平成 24 年３月期 通期連結業績予想数値の修正（平成 23 年４月１日～平成 24 年３月 31 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1株当たり 

当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想 (A) 395,000 20,000 16,000 8,000 18.95

今回修正予想 (B) 412,500 23,000 21,000 3,000 7.11

増減額 (B)－(A) 17,500 3,000 5,000 △5,000 ―

増減率 (%) 4.4% 15.0% 31.3% △62.5% ―

（ご参考）前期実績 
（平成23年3月期） 

401,675 31,541 28,750 28,191 66.78

 2. 業績修正の理由 
売上高は、風水力事業及び精密・電子事業における増加により、前回発表予想の 3,950 億円から 175 億

円増加し 4,125 億円となる見通しです。 

営業利益は、風水力事業における売上増加や固定費の削減などにより、前回発表予想の 200 億円から

30 億円増加し 230 億円となる見通しです。 

経常利益は、営業利益が増加したこと及び為替差損の減少等により、前回発表予想の 160 億円から 50

億円増加し 210 億円となる見通しです。 

当期純利益については、経常利益は増加したものの平成 24 年４月９日に開示しました「ドイツ･インフラサ

ーブ・プロジェクトのプラント引渡等に関するお知らせ」に記載のとおり、客先とのプラントの 終引渡等の合

意に伴い 102 億円を事業撤退損として特別損失に計上したことにより、前回発表予想の 80 億円から 50 億

円減少し 30 億円となる見通しです。 



 

－ 2/2 － 

3. セグメントごとの業績見通し 

  
風水力事業

エンジニア

リング事業

精密･電子

事業 
その他事業 全体 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成24年２月発表予想 (A) 270,000 50,000 65,000 10,000 395,000

今回修正予想 (B) 286,500 50,000 68,500 7,500 412,500

増減額 (B)－(A) 16,500 ― 3,500 △2,500 17,500

 
 

売 
上 
高 

増減率 (%) 6.1% ― 5.4% △25.0% 4.4%

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成24年２月発表予想 (A) 13,000 0 6,500 500 20,000

今回修正予想 (B) 15,500 500 6,500 500 23,000

増減額 (B)－(A) 2,500 500 ― ― 3,000

セ 
グ 
メ 
ン 
ト 
利 
益 増減率 (%) 19.2% ― ― ― 15.0%

 

(風水力事業) 

売上高は、平成 24 年２月発表予想の 2,700 億円から 165 億円増加し 2,865 億円となる見通しです。セグ

メント利益は、売上増加や為替相場が３月末にかけて円安に推移したこと及び固定費の削減などにより、前

回発表予想の 130 億円から 25 億円増加し 155 億円となる見通しです。 

(エンジニアリング事業) 

売上高は、平成 24 年２月発表予想から変更はありません。セグメント利益は、既設設備の維持管理・保

守(O&M)の増加などによって、５億円を確保する見通しです。 

(精密・電子事業) 

売上高は、平成 24 年２月発表予想の 650 億円から 35 億円増加し 685 億円となる見通しです。セグメン

ト利益は、売上増加や固定費の削減などによる増加はあったものの、貸倒懸念債権の発生などにより 終

的に変更はありません。 

 

なお、平成 24 年３月期の期末配当については、平成 24 年２月７日の発表の１株あたり５円の予想から変更は
ありません。 

 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来業績に影響を与える不確実な要因に係る一
定の前提に基づいています。実際の業績等は、今後様々な要因によって異なる可能性があります。 

以   上 


